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【課題】発電効率を向上する薄膜熱電発電デバイス及び

薄膜熱電発電デバイス部品並びにそれらの製造方法を提

供する。

【解決手段】薄膜熱電発電デバイス１０は、帯状の第１

帯状部１１と、連結された帯状の第２帯状部１２とを有

し、第１帯状部と第２帯状部とのいずれか一方の一面が

熱源Ｈｓに接触するように、かつ、他方が延びた方向の

中央部が熱源Ｈｓから離す方向に変形された可撓性の基

板１３と、連結された一端側の熱源Ｈｓと反対側の表面

上における一端領域１７ａから分岐して第１帯状部及び

第２帯状部の夫々の中央に向けて延びた薄膜状のｐ型の

第１熱電素子１７及び連結された他端側の熱源Ｈｓと反

対側の表面上における他端領域１８ａから分岐して第１

帯状部及び第２帯状部の夫々の中央に向けて延びた薄膜

状のｎ型の第２熱電素子１８を有し、第２帯状部の表面

上にある第１熱電素子の一端と第２熱電素子の一端とが

接続されている熱電素子部１９と、を備える。

【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
帯状の第１帯状部と、両端が前記第１帯状部の両端と幅方向に連結された帯状の第２帯状
部とを有し、前記第１帯状部と前記第２帯状部とのいずれか一方の一面が熱源に接触する
ように、かつ、他方が延びた方向の中央部が熱源から離す方向に変形された可撓性の基板
と、
前記基板の熱源と接触する面と反対側の表面上に設けられ、前記第１帯状部及び前記第２
帯状部の連結された一端側の一端領域から分岐して前記第１帯状部及び前記第２帯状部の
それぞれの中央に向けて延びた薄膜状のｐ型の第１熱電素子と、前記第１帯状部及び前記
第２帯状部の連結された他端側の他端領域から分岐して前記第１帯状部及び前記第２帯状
部のそれぞれの中央に向けて延びた薄膜状のｎ型の第２熱電素子とを有し、前記第２帯状
部の表面上にある前記第１熱電素子の一端と前記第２熱電素子の一端とが接続されている
熱電素子部と
を備えることを特徴とする薄膜熱電発電デバイス。
【請求項２】
前記基板は、複数の前記第１帯状部及び複数の前記第２帯状部を有し、前記第１帯状部と
前記第２帯状部とが幅方向に交互に設けられ、
前記熱電素子部は、前記第１帯状部及び前記第２帯状部に対応して複数の前記第１熱電素
子及び複数の前記第２熱電素子が設けられ、同一の前記第１帯状部の表面上にある前記第
１熱電素子の一端と前記第２熱電素子の一端とが接続されている
ことを特徴とする請求項１に記載の薄膜熱電発電デバイス。
【請求項３】
カット線により、帯状の第１帯状部と、両端が前記第１帯状部の両端と幅方向に連結され
た帯状の第２帯状部とが形成された可撓性の基板と、
前記基板の一方の面に設けられ、前記第１帯状部及び前記第２帯状部の連結された一端側
の一端領域から分岐して前記第１帯状部及び前記第２帯状部のそれぞれの中央に向けて延
びた薄膜状のｐ型の第１熱電素子と、前記第１帯状部及び前記第２帯状部の連結された他
端側の他端領域から分岐して前記第１帯状部及び前記第２帯状部のそれぞれの中央に向け
て延びた薄膜状のｎ型の第２熱電素子とを有し、前記第２帯状部の表面上にある前記第１
熱電素子の一端と前記第２熱電素子の一端とが接続されている熱電素子部と、
を備えることを特徴とする薄膜熱電発電デバイス部品。
【請求項４】
前記基板は、複数の前記第１帯状部及び複数の前記第２帯状部を有し、前記第１帯状部と
前記第２帯状部とが幅方向に交互に設けられ、
前記熱電素子部は、複数の前記第１熱電素子及び複数の前記第２熱電素子を有し、同一の
前記第１帯状部の表面上にある前記第１熱電素子の一端と前記第２熱電素子の一端とが接
続されている
ことを特徴とする請求項３に記載の薄膜熱電発電デバイス部品。
【請求項５】
可撓性の基板にカット線を形成し、帯状の第１帯状部と、両端が前記第１帯状部の両端と
幅方向に連結された帯状の第２帯状部とを形成するカット線形成工程と、
前記基板の一方の面に熱電素子部を形成する熱電素子部形成工程とを有し、
前記熱電素子部形成工程は、
前記第１帯状部及び前記第２帯状部の連結された一端側の一端領域から分岐して前記第１
帯状部及び前記第２帯状部のそれぞれの中央に向けて延びた薄膜状のｐ型の第１熱電素子
を形成し、前記第１帯状部及び前記第２帯状部の連結された他端側の他端領域から分岐し
て前記第１帯状部及び前記第２帯状部のそれぞれの中央に向けて延びた薄膜状のｎ型の第
２熱電素子を形成し、前記第２帯状部の表面上にある前記第１熱電素子の一端と前記第２
熱電素子の一端とを接続する
ことを特徴とする薄膜熱電発電デバイス部品の製造方法。
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【請求項６】
前記カット線形成工程は、前記基板に複数の前記カット線を形成し、前記第１帯状部と前
記第２帯状部とが幅方向に交互に設けられた複数の前記第１帯状部及び複数の前記第２帯
状部を形成し、
前記熱電素子部形成工程は、複数の前記第１熱電素子及び複数の前記第２熱電素子を形成
し、同一の前記第１帯状部の表面上にある前記第１熱電素子の一端と前記第２熱電素子の
一端とを接続する
ことを特徴とする請求項５に記載の薄膜熱電発電デバイス部品の製造方法。
【請求項７】
帯状の第１帯状部と、両端が前記第１帯状部の両端と幅方向に連結された帯状の第２帯状
部とを有し、前記第１帯状部と前記第２帯状部とのいずれか一方の一面が熱源に接触する
ように、かつ、他方が延びた方向の中央部が熱源から離す方向に変形された可撓性の基板
と、
前記基板の熱源と接触する面と反対側の表面上に設けられ、前記第１帯状部及び前記第２
帯状部の連結された一端側の一端領域から分岐して前記第１帯状部及び前記第２帯状部の
それぞれの中央に向けて延びた薄膜状の熱電素子を有する熱電素子部と、
を備えることを特徴とする薄膜熱電発電デバイス。
【請求項８】
前記基板は、複数の前記第１帯状部及び複数の前記第２帯状部を有し、前記第１帯状部と
前記第２帯状部とが幅方向に交互に設けられ、
前記熱電素子部は、同じ極性の複数の前記熱電素子を有し、前記第２帯状部における前記
熱電素子の一端と、前記第２帯状部と隣接する第１帯状部における他の前記熱電素子の一
端とを接続する中間配線を有する配線部を備える
ことを特徴とする請求項７に記載の薄膜熱電発電デバイス。
【請求項９】
前記熱電素子部の一方の終端に接続された第１電極部及び他方の終端に接続された第２電
極部と、
を備えることを特徴とする請求項１、２、７または８に記載の薄膜熱電発電デバイス。
【請求項１０】
カット線により、帯状の第１帯状部と、両端が前記第１帯状部の両端と幅方向に連結され
た帯状の第２帯状部とが形成された可撓性の基板と、
前記基板の一方の面に設けられ、前記第１帯状部及び前記第２帯状部の連結された一端側
の一端領域から分岐して前記第１帯状部及び前記第２帯状部のそれぞれの中央に向けて延
びた同じ極性の薄膜状の熱電素子を有する熱電素子部と、
を備えることを特徴とする薄膜熱電発電デバイス部品。
【請求項１１】
前記基板は、複数の前記第１帯状部及び複数の前記第２帯状部を有し、前記第１帯状部と
前記第２帯状部とが幅方向に交互に設けられ、
前記熱電素子部は、同じ極性の複数の前記熱電素子を有し、前記第２帯状部における前記
熱電素子の一端と、前記第２帯状部と隣接する第１帯状部における他の前記熱電素子の一
端とを接続する中間配線を有する配線部を備える
ことを特徴とする請求項１０に記載の薄膜熱電発電デバイス部品。
【請求項１２】
前記熱電素子部の一方の終端に接続された第１電極部及び他方の終端に接続された第２電
極部と、
を備えることを特徴とする請求項３、４、１０または１１に記載の薄膜熱電発電デバイス
部品。
【請求項１３】
可撓性の基板にカット線を形成し、帯状の第１帯状部と両端が前記第１帯状部の両端と幅
方向に連結された帯状の第２帯状部とを形成するカット線形成工程と、
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前記基板の一方の面に熱電素子部を形成する熱電素子部形成工程と
を有し、
前記熱電素子部形成工程は、
前記第１帯状部及び前記第２帯状部の連結された一端側の一端領域から分岐して前記第１
帯状部及び前記第２帯状部のそれぞれの中央に向けて延びた同じ極性の薄膜状の熱電素子
を形成する
ことを特徴とする薄膜熱電発電デバイス部品の製造方法。
【請求項１４】
前記カット線形成工程は、前記基板に複数の前記カット線を形成し、前記第１帯状部と前
記第２帯状部とが幅方向に交互に設けられた複数の前記第１帯状部及び複数の前記第２帯
状部を形成し、
前記熱電素子部形成工程は、同じ極性の複数の前記熱電素子を形成し、
前記熱電素子部形成工程は、
前記第２帯状部における前記熱電素子の一端と、前記第２帯状部と隣接する第１帯状部に
おける他の前記熱電素子の一端とを接続する中間配線を有する配線部を形成する配線部形
成工程を含む、
ことを特徴とする請求項１３に記載の薄膜熱電発電デバイス部品の製造方法。
【請求項１５】
前記熱電素子部の一方の終端に接続された第１電極部及び他方の終端に接続された第２電
極部を形成する電極部形成工程
を有することを特徴とする請求項５、６、１３または１４に記載の薄膜熱電発電デバイス
部品の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、薄膜熱電発電デバイス、薄膜熱電発電デバイス部品及びその製造方法に関する
ものである。
【背景技術】
【０００２】
固体の熱電素子を用い、ゼーベック効果によって熱エネルギーを電気エネルギーに変換す
る熱電発電デバイスが知られている。このような熱電発電デバイスとしては、２枚の基板
の間に一組の熱電素子を配したπ型の構造と、熱電素子を基板面上に薄膜状に形成したフ
ラット型の構造（例えば特許文献１、非特許文献１～３を参照）とが知られている。また
、このような熱電発電デバイスを腕時計の内部に配置した製品が提案されている（例えば
特許文献３、４を参照）。
【０００３】
熱電発電デバイスは、例えばｐ型とｎ型の熱電素子（半導体）を有し、ｐ型とｎ型の一組
の熱電素子では出力が小さいため、一般的には多数組の熱電素子が用いられる。特許文献
１に記載の熱電発電デバイスでは、薄膜状の多数組の熱電素子を基板に形成するとともに
、基板を山折りと谷折りの繰り返し構造を持つ蛇腹状にして、山と谷の各部分について熱
源からの距離に差を持たせ、山と谷の間に形成した熱電素子の両端（山側と谷側）の温度
差を持たせている。また、π型の構造の多数組の熱電素子をフレキシブル基板上に設ける
とともに、熱電素子のフレキシブル基板とは反対側の端部を接続する多数の電極を特定の
配置とすることで、特定の一方向に湾曲できるようにした熱電発電デバイスも知られてい
る（非特許文献４を参照）。
【０００４】
一方、長方形状のプリント基板に切れ込みを入れて略Ｎ字形状とすることで、プリント基
板の基材への負担が少なく、また屈曲による基材上の配線の切断等を防止しながら、１８
０度折り曲げることができるプリント基板が提案されている（特許文献２を参照）。
【先行技術文献】

10

20

30

40

50



(5) JP　2023-51302　A　2023.4.11

【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１７－９２４３７号公報
【特許文献２】特開２０２０－４７８１８号公報
【特許文献３】特開平１０－２３９４６１号公報
【特許文献４】特開２００１－１７４５７６号公報
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】L. Francioso, C. De Pascali, I. Farella, C. Martucci, P. Creti,
P. Siciliano, A. Perrone, “Flexible thermoelectric generator for ambient assist
ed living wearable biometric sensors”, J. Power Sources, 196 (2011).
【非特許文献２】Z. Lu, H. Zhang, C. Mao, C. M. Li, “Silk fabric-based wearable
thermoelectric generator for energy harvesting from the human body”, Appl. Ener
gy, 164, pp. 57-63 (2016).
【非特許文献３】C. A. Hewitt, A. B. Kaiser, S. Roth, M. Craps, R. Czerw, D. L. C
arroll, “Multilayered carbon nanotube /polymer composite based thermoelectric f
abrics”, Nano Lett., 12, pp. 1307-1310 (2012).
【非特許文献４】T. Sugahara, Y. Ekubaru, N. V. Nong, N. Kagami, K. Ohata, L. T.
Hung, M. Okajima, S. Nambu, and K. Suganuma, “Fabrication with Semiconductor Pa
ckaging Technologies and Characterization of a Large‐Scale Flexible Thermoelect
ric Module”, Advanced Materials Technologies (2019).
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
しかしながら、特許文献１のように基板が蛇腹状にされた熱電発電デバイスや非特許文献
４のように一方向にのみ曲げられる熱電発電デバイスでは、接触面積が小さくまた熱源の
表面の形状によっては部分的に浮きが発生し、熱源からの熱を熱電発電デバイスに効果的
に伝えることができず、発電効率が悪かった。一方で、フラット型の構造の熱電発電デバ
イスを、そのフレキシブル基板が熱源に密着するようにすると、薄膜状の熱電素子の両端
に十分な温度差を生じさせることが困難であり、発電効率が悪いといった問題があった。
【０００８】
本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、発電効率を向上することができる薄膜
熱電発電デバイス、薄膜熱電発電デバイス部品及びその製造方法を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
本発明の薄膜熱電発電デバイスは、帯状の第１帯状部と、両端が前記第１帯状部の両端と
幅方向に連結された帯状の第２帯状部とを有し、前記第１帯状部と前記第２帯状部とのい
ずれか一方の一面が熱源に接触するように、かつ、他方が延びた方向の中央部が熱源から
離す方向に変形された可撓性の基板と、前記基板の熱源と接触する面と反対側の表面上に
設けられ、前記第１帯状部及び前記第２帯状部の連結された一端側の一端領域から分岐し
て前記第１帯状部及び前記第２帯状部のそれぞれの中央に向けて延びた薄膜状のｐ型の第
１熱電素子と、前記第１帯状部及び前記第２帯状部の連結された他端側の他端領域から分
岐して前記第１帯状部及び前記第２帯状部のそれぞれの中央に向けて延びた薄膜状のｎ型
の第２熱電素子とを有し、前記第２帯状部の表面上にある前記第１熱電素子の一端と前記
第２熱電素子の一端とが接続されている熱電素子部とを備えることを特徴とする。
【００１０】
本実施形態の薄膜熱電発電デバイス部品は、カット線により、帯状の第１帯状部と、両端
が前記第１帯状部の両端と幅方向に連結された帯状の第２帯状部とが形成された可撓性の
基板と、前記基板の一方の面に設けられ、前記第１帯状部及び前記第２帯状部の連結され
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た一端側の一端領域から分岐して前記第１帯状部及び前記第２帯状部のそれぞれの中央に
向けて延びた薄膜状のｐ型の第１熱電素子と、前記第１帯状部及び前記第２帯状部の連結
された他端側の他端領域から分岐して前記第１帯状部及び前記第２帯状部のそれぞれの中
央に向けて延びた薄膜状のｎ型の第２熱電素子とを有し、前記第２帯状部の表面上にある
前記第１熱電素子の一端と前記第２熱電素子の一端とが接続されている熱電素子部と、を
備えることを特徴とする。
【００１１】
本実施形態の薄膜熱電発電デバイス部品の製造方法は、可撓性の基板にカット線を形成し
、帯状の第１帯状部と、両端が前記第１帯状部の両端と幅方向に連結された帯状の第２帯
状部とを形成するカット線形成工程と、前記基板の一方の面に熱電素子部を形成する熱電
素子部形成工程とを有し、前記熱電素子部形成工程は、前記第１帯状部及び前記第２帯状
部の連結された一端側の一端領域から分岐して前記第１帯状部及び前記第２帯状部のそれ
ぞれの中央に向けて延びた薄膜状のｐ型の第１熱電素子を形成し、前記第１帯状部及び前
記第２帯状部の連結された他端側の他端領域から分岐して前記第１帯状部及び前記第２帯
状部のそれぞれの中央に向けて延びた薄膜状のｎ型の第２熱電素子を形成し、前記第２帯
状部の表面上にある前記第１熱電素子の一端と前記第２熱電素子の一端とを接続すること
を特徴とする。
【００１２】
本実施形態の薄膜熱電発電デバイスは、帯状の第１帯状部と、両端が前記第１帯状部の両
端と幅方向に連結された帯状の第２帯状部とを有し、前記第１帯状部と前記第２帯状部と
のいずれか一方の一面が熱源に接触するように、かつ、他方が延びた方向の中央部が熱源
から離す方向に変形された可撓性の基板と、前記基板の熱源と接触する面と反対側の表面
上に設けられ、前記第１帯状部及び前記第２帯状部の連結された一端側の一端領域から分
岐して前記第１帯状部及び前記第２帯状部のそれぞれの中央に向けて延びた薄膜状の熱電
素子を有する熱電素子部と、を備えることを特徴とする。
【００１３】
本実施形態の薄膜熱電発電デバイス部品は、カット線により、帯状の第１帯状部と、両端
が前記第１帯状部の両端と幅方向に連結された帯状の第２帯状部とが形成された可撓性の
基板と、前記基板の一方の面に設けられ、前記第１帯状部及び前記第２帯状部の連結され
た一端側の一端領域から分岐して前記第１帯状部及び前記第２帯状部のそれぞれの中央に
向けて延びた同じ極性の薄膜状の熱電素子を有する熱電素子部と、を備えることを特徴と
する。
【００１４】
本実施形態の薄膜熱電発電デバイス部品の製造方法は、可撓性の基板にカット線を形成し
、帯状の第１帯状部と両端が前記第１帯状部の両端と幅方向に連結された帯状の第２帯状
部とを形成するカット線形成工程と、前記基板の一方の面に熱電素子部を形成する熱電素
子部形成工程とを有し、前記熱電素子部形成工程は、前記第１帯状部及び前記第２帯状部
の連結された一端側の一端領域から分岐して前記第１帯状部及び前記第２帯状部のそれぞ
れの中央に向けて延びた同じ極性の薄膜状の熱電素子を形成することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１５】
本発明によれば、放熱部と熱源との距離を増大させることによって、熱電発電デバイス内
の温度差を十分に得ることができるため、発電効率が向上する。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】第１実施形態に係る熱電発電デバイスの使用状態の一例を示す斜視図である。
【図２】第１実施形態に係る熱電発電デバイスを示す斜視図である。
【図３】第１実施形態に係る熱電発電デバイスの熱電発電デバイス部品を示す平面図であ
る。
【図４】第２実施形態に係る熱電発電デバイスを示す斜視図である。
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【図５】第２実施形態に係る熱電発電デバイスの熱電発電デバイス部品を示す平面図であ
る。
【図６】第３実施形態に係る熱電発電デバイスの熱電発電デバイス部品を示す平面図であ
る。
【図７】熱電発電デバイスの使用状態の一例を示す画像である。
【図８】熱電発電デバイスにおける折り上げ角度を示す模式図である。
【図９】熱電発電デバイスの折り上げ角度と発電量との関係を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
＜第１実施形態＞
図１に、第１実施形態に係る薄膜熱電発電デバイス（以下、単に熱電発電デバイスと称す
る）１０の使用状態の一例を示すように、熱電発電デバイス１０は、エンジン、配管、電
子機器、又はヒトの腕などの熱源Ｈｓに取り付けて使用される。熱電発電デバイス１０は
、それぞれ帯状に延びた第１帯状部１１及び第２帯状部１２を有する基板１３に、第１熱
電素子１７及び第２熱電素子１８を有する熱電素子部１９が形成されており、第１熱電素
子１７及び第２熱電素子１８のそれぞれの両端に熱源Ｈｓによって温度差を生じさせて発
電する。
【００１８】
熱電発電デバイス１０は、可撓性を有しており、第１帯状部１１の一方の面（以下、接触
面という）を熱源Ｈｓの表面Ｈｓａに密着するように接触させ、第２帯状部１２のそれが
延びた方向の中央部を第１帯状部１１からその厚み方向に離れるように変形させた状態で
熱源Ｈｓに取り付けられる。すなわち、熱電発電デバイス１０は、第２帯状部１２がその
中央部が熱源Ｈｓから離れるように変形されている。これにより、熱源Ｈｓに接触させた
第１帯状部１１の温度を熱源Ｈｓによって高くし、第１帯状部１１よりも相対的に離れた
位置にある第２帯状部１２の温度を低くして温度差を生じさせる。なお、第２帯状部１２
の一方の面を熱源Ｈｓに接触させ、第１帯状部１１の延びた方向の中央部が熱源Ｈｓから
離れるように熱電発電デバイス１０を変形させてもよい。
【００１９】
図１に示される例では、熱電発電デバイス１０は、第１帯状部１１と第２帯状部１２との
間に形成される挿通孔Ｗに通したバンド２０によって熱源Ｈｓに固定される。バンド２０
は、例えば、伸縮性を有しており、挿通孔Ｗに通された状態で熱源Ｈｓに巻き付けられる
。バンド２０の両端には、それぞれ留め具が設けられ、留め具同士を連結することにより
、熱電発電デバイス１０が熱源Ｈｓに固定される。バンド２０は、熱電発電デバイス１０
を熱源Ｈｓに固定できるものであれば限定されないが、断熱性の高い材料で作製されたも
のが好ましい。また、この例のように、第１熱電素子１７及び第２熱電素子１８や後述す
る電極部が基板１３の表面に直接に露呈している場合には、絶縁性を有するものが用いら
れる。このようなバンド２０としては、例えば天然ゴムやシリコーンゴムを材料とした伸
縮性を有するものが挙げられる。なお、バンド２０以外のものを用いて熱源Ｈｓに熱電発
電デバイス１０を固定してもよい。
【００２０】
図２において、熱電発電デバイス１０の基板１３は、上述のように第１帯状部１１と、第
２帯状部１２とを有する。第１帯状部１１と第２帯状部１２とは、それぞれ延びた方向の
両端が幅方向（延びた方向と直交する方向）の縁部のみで繋がり、その両端の繋がった部
分の間は分離している。すなわち、第１帯状部１１と第２帯状部１２は、その一方の両端
が他方の両端と幅方向に連結されている。したがって、第２帯状部１２は、その両端が第
１帯状部１１の両端と幅方向に連結されている。
【００２１】
第１帯状部１１の接触面と反対側となる基板１３の面に、上述の熱電素子部１９と、第１
電極部２４及び第２電極部２５とがそれぞれ形成されている。熱電素子部１９は、第１熱
電素子１７及び第２熱電素子１８の他に、配線部２６を有する。この熱電素子部１９、第
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１電極部２４及び第２電極部２５は、薄膜状に形成される。基板１３とともに熱電素子部
１９、第１電極部２４及び第２電極部２５が可撓性を持つように形成され、熱電発電デバ
イス１０が全体として可撓性を有し、上記のように変形自在になっている。
【００２２】
熱電素子部１９の第１熱電素子１７は、ｐ型の熱電素子であって、一端領域１７ａと一端
分岐領域１７ｂ、１７ｃとからなる。第２熱電素子１８は、ｎ型の熱電素子であって、他
端領域１８ａと他端分岐領域１８ｂ、１８ｃとからなる。
【００２３】
第１熱電素子１７の一端領域１７ａは、基板１３の一端部分すなわち第１帯状部１１と第
２帯状部１２とが互いに連結した一端部分に第１帯状部１１と第２帯状部１２とにまたが
って形成されている。この一端領域１７ａから一端分岐領域１７ｂと一端分岐領域１７ｃ
とが分岐している。一端分岐領域１７ｂは、第１帯状部１１に帯状に形成され、一端領域
１７ａから第１帯状部１１の延びた方向の中央に向けて延びている。一方の一端分岐領域
１７ｃは、第２帯状部１２に帯状に形成され、一端領域１７ａから第２帯状部１２の延び
た方向の中央に向けて延びている。
【００２４】
第２熱電素子１８の他端領域１８ａは、基板１３の他端部分すなわち第１帯状部１１と第
２帯状部１２とが互いに連結した他端部分に第１帯状部１１と第２帯状部１２とにまたが
って形成されている。この他端領域１８ａから他端分岐領域１８ｂと他端分岐領域１８ｃ
とが分岐している。他端分岐領域１８ｂは、第１帯状部１１に帯状に形成され、他端領域
１８ａから第１帯状部１１の延びた方向の中央に向けて延び、他端分岐領域１８ｃは、第
２帯状部１２に帯状に形成され、他端領域１８ａから第２帯状部１２の延びた方向の中央
に向けて延びている。
【００２５】
一端分岐領域１７ｂと他端分岐領域１８ｂとは、第１帯状部１１の中央の手前まで延びて
おり、中央側のそれらの端部同士は離れている。同様に、一端分岐領域１７ｃと他端分岐
領域１８ｃとは、第２帯状部１２の中央の手前まで延びており、中央側のそれらの端部同
士は離れている。
【００２６】
この例では、第１熱電素子１７、第２熱電素子１８は、基板１３の外郭に沿って、その外
郭よりもわずかに内側に形成されている。したがって、一端分岐領域１７ｂ、１７ｃ及び
他端分岐領域１８ｂ、１８ｃの幅は、第１帯状部１１及び第２帯状部１２の幅よりもわず
かに小さい。なお、発電量を向上させる観点から、基板１３の表面の第１熱電素子１７、
第２熱電素子１８の領域はできる限り広く形成することが好ましい。
【００２７】
配線部２６は、この例では第１中間配線２６ａから構成される。第１中間配線２６ａは、
第２帯状部１２の中央部側にある一端分岐領域１７ｃの端部２７と他端分岐領域１８ｃの
端部２８とを電気的に接続している。このように、熱電素子部１９は、第１中間配線２６
ａによって第１熱電素子１７と第２熱電素子１８とが直列に接続されている。この例では
、第１中間配線２６ａは、プラチナ（Ｐｔ）の薄膜として形成されている。なお、この例
では配線部２６によって、第１熱電素子１７と第２熱電素子１８とを電気的に接続してい
るが、配線部２６を省略しても良い。この場合には、端部２７と端部２８とを直接連結す
ることにより、第１熱電素子１７と第２熱電素子１８とを電気的に接続する。
【００２８】
第１電極部２４及び第２電極部２５は、熱電素子部１９の終端（末端）にそれぞれ電気的
に接続されている。すなわち、第１中間配線２６ａによって接続された第１熱電素子１７
と第２熱電素子１８との直列回路の終端に第１電極部２４、第２電極部２５がそれぞれ接
続されている。この例では、第１電極部２４は、熱電素子部１９の一方の終端である一端
分岐領域１７ｂの第１帯状部１１の中央部側にある端部３１に接続され、第２電極部２５
は、熱電素子部１９の他方の終端である他端分岐領域１８ｂの第１帯状部１１の中央部側
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にある端部３２に接続されている。これらの第１電極部２４及び第２電極部２５から第１
帯状部１１の中央部と第２帯状部１２の中央部との温度差によって熱電素子部１９に生じ
る電圧を取り出す。第１電極部２４及び第２電極部２５は、第１中間配線２６ａと同様に
、プラチナ（Ｐｔ）の薄膜として形成されている。
【００２９】
なお、この例では、第１電極部２４及び第２電極部２５を形成しているが、第１電極部２
４及び第２電極部２５を形成しなくてもよい。この場合には、例えば、第１熱電素子１７
の端部３１と第２熱電素子１８の端部３２とを、それぞれ電極クリップで挟むことによっ
て電力を取り出す。
【００３０】
基板１３の材料には、絶縁性を備えた材料、例えばポリイミド、ＰＥＴ（ＰｏｌｙＥｔｈ
ｙｌｅｎｅ  Ｔｅｒｅｐｈｔｈａｌａｔｅ）、ＰＥＮ（ＰｏｌｙＥｔｈｙｌｅｎｅ  Ｎａ
ｐｈｔｈａｌａｔｅ）、ポリウレタン、又はパリレンなどの高分子材料が用いられる。ま
た、第１帯状部１１のうち熱源Ｈｓに接触している領域からの熱を効果的に伝えてその温
度を高くするためには、基板１３の熱源Ｈｓに接触している領域の熱伝導性、すなわち、
基板１３の厚み方向についての熱伝導性が高いことが望ましい。一方、高い熱電発電効率
を得るためには、熱源Ｈｓに接触していない第２帯状部１２では、基板１３よりも熱電素
子部１９に多くの熱流束が生じるようにすることが重要であるため、基板１３の熱伝導性
、この場合には基板１３の面内方向における熱伝導性が熱電素子部１９に比して低いこと
が望ましい。このため、基板１３の厚さ方向における熱伝導性が高く、基板１３の面内方
向における熱伝導性が低くなる形態の基板１３が好ましく、例えば基板１３を比較的に熱
伝導性が低い材料で構成し、かつ薄いフィルム形状とすることは好ましい。
【００３１】
基板１３は、上述のように可撓性を有するものとして構成されるが、熱源Ｈｓに接触する
帯状部（この例では第１帯状部１１）に効率的に熱源Ｈｓからの熱を伝えて温度を上昇さ
せるために、熱源Ｈｓの種々の形状の表面Ｈｓａに対して接触面積が増大するように変形
自在であることが好ましい。このため、基板１３を薄いフィルム形状に形成することは好
ましい。
【００３２】
図３に熱電発電デバイス１０となる薄膜熱電発電デバイス部品（以下、単に熱電発電デバ
イスと称する）４０を示す。熱電発電デバイス部品４０は、カット線Ｓを形成した平板状
の基板（以下、デバイス部品基板と称する）４１に、熱電素子部１９、第１電極部２４及
び第２電極部２５を形成したものである。この熱電発電デバイス部品４０は、それを立体
的に変形させることで、上述の熱電発電デバイス１０となる。デバイス部品基板４１は、
基板１３となるものである。
【００３３】
本実施形態のデバイス部品基板４１は、長方形形状である。カット線Ｓは、デバイス部品
基板４１の長手方向と直交する幅方向の中間の位置において、長手方向の一端の縁部４１
ａより所定の長さ内側の位置から他端の縁部４１ｂより所定の長さ内側の位置まで直線状
に形成されている。すなわち、カット線Ｓは、デバイス部品基板４１の長手方向において
は、デバイス部品基板４１の長さよりも短く略中央に形成され、デバイス部品基板４１の
幅方向においては、デバイス部品基板４１を略二等分するような位置に形成されている。
このカット線Ｓにより、デバイス部品基板４１に第１帯状部１１及び第２帯状部１２が幅
方向に並ぶように形成されている。また、カット線Ｓにより、カット線Ｓを境に第１帯状
部１１及び第２帯状部１２のそれぞれが別個に変形可能（この例では湾曲、折り曲げ等が
可能）である。
【００３４】
なお、熱電発電デバイス部品４０におけるカット線Ｓは、第１帯状部１１及び第２帯状部
１２のカット線Ｓの部分を完全に切り離した状態にしなくてもよい。カット線Ｓを、例え
ば熱源Ｈｓに装着する際に、その部分で容易に切り離せる程度の溝状切り込みとしてもよ
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い。また、デバイス部品基板４１は、長方形に限定されず、正方形又は楕円形など、第１
帯状部１１及び第２帯状部１２を形成可能な限り、いかなる形状であってもよい。
【００３５】
カット線Ｓは、例えばＵＶレーザ加工機によって、デバイス部品基板４１に対して切り込
みを入れることにより形成される。なお、カット線Ｓの形成手法は、上記の手法に限定さ
れず、例えば、刃を用いた切断機等を用いてもよい。また、カット線Ｓは、直線に限定さ
れず、例えばＳ字状、円弧状などの曲線状であってもよい。さらに、カット線Ｓは、所定
の幅を有するスリット状に形成されてもよい。
【００３６】
デバイス部品基板４１の表面には、第１熱電素子１７、第２熱電素子１８及び配線部２６
（第１中間配線２６ａ）を有する熱電素子部１９と、第１電極部２４と、第２電極部２５
とが形成されている。デバイス部品基板４１における第１熱電素子１７、第２熱電素子１
８、第１中間配線２６ａ、第１電極部２４及び第２電極部２５は、立体的に変形されてお
らず平面的である点で熱電発電デバイス１０と異なるが、それらの形状等は、上述の通り
である。このため、これらの部材についての詳細の説明は省略する。
【００３７】
第１熱電素子１７及び第２熱電素子１８は、例えば、ビスマス（Ｂｉ）とテルル（Ｔｅ）
を用いた金属間化合物（Ｂｉ－Ｔｅ）を用いたスパッタリングにより、デバイス部品基板
４１の表面に形成される。第１熱電素子１７と第２熱電素子１８とは、スパッタリングの
条件を変えることにより、ｐ型、ｎ型の熱電素子とされる。第１中間配線２６ａ、第１電
極部２４及び第２電極部２５は、いずれも、例えばスパッタリングによって、デバイス部
品基板４１の表面に形成される。なお、第１熱電素子１７、第２熱電素子１８、第１電極
部２４及び第２電極部２５の形成手法は、それらを薄膜状に形成できるものであれば、限
定されず、例えば印刷などの手法で形成してもよい。
【００３８】
本実施形態では、デバイス部品基板４１にカット線Ｓを形成するカット線形成工程と、
熱電素子部１９を形成する熱電素子部形成工程、及び第１電極部２４と第２電極部２５と
を形成する電極部形成工程によって熱電発電デバイス部品４０が製造される。熱電素子部
形成工程は、第１熱電素子１７を形成する第１熱電素子形成工程、第２熱電素子１８を形
成する第２熱電素子形成工程、配線部２６（第１中間配線２６ａ）を形成する配線部形成
工程に分けられる。
【００３９】
熱電発電デバイス部品４０の製造の際には、例えば、第１熱電素子形成工程、第２熱電素
子形成工程を順番に実施した後に、配線部形成工程と電極部形成工程とを同時に実施し、
最後にカット線形成工程を実施する。なお、上記製造工程の順序は適宜変更されてもよく
、ここに記載した順序に限られない。例えば、デバイス部品基板４１に第１熱電素子１７
、第２熱電素子１８及び配線部２６を形成する前にカット線Ｓを形成してもよい。また、
第１中間配線２６ａを省略し、第１熱電素子１７の端部２７と第２熱電素子１８の端部２
８とを直接連結する場合には、熱電素子部形成工程において、例えば端部２７と端部２８
の一方を他方に重ねて、第１熱電素子１７と第２熱電素子１８とを互いに電気的に接続し
た状態に形成すればよい。
【００４０】
次に、上記構成の作用について説明する。熱電発電デバイス１０で発電を行う場合には、
まず板状の熱電発電デバイス部品４０を、例えばその第１帯状部１１と第２帯状部１２と
を厚み方向で互いに離れる向きに引っ張って、図２に示されるように、立体的に変形した
熱電発電デバイス１０とする。上記のように、熱電発電デバイス１０は、可撓性のある基
板１３に熱電素子部１９、第１電極部２４及び第２電極部２５を薄膜状に形成して、熱電
発電デバイス１０全体として可撓性をもたせている。このため、第１帯状部１１と第２帯
状部１２とを変形させて、それらの中央部の距離を調節することができる。
【００４１】
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そして、図１に示されるように、第１帯状部１１と第２帯状部１２との間に形成される挿
通孔Ｗにバンド２０を通して、熱電発電デバイス１０を熱源Ｈｓに装着する。すなわち、
第１帯状部１１の熱電素子部１９が形成された面と反対側の接触面を熱源Ｈｓの表面Ｈｓ
ａに密着させ、第２帯状部１２の中央部を表面Ｈｓａから離した状態で熱電発電デバイス
１０が熱源Ｈｓに取り付けられる。
【００４２】
上記のように熱電発電デバイス１０を変形させる際には、熱電発電デバイス１０の両端が
熱源Ｈｓから離れるように第１帯状部１１を変形させるのがよい。これにより、熱源Ｈｓ
から第２帯状部１２をより遠くに配することができ、第２帯状部１２上にある一端分岐領
域１７ｃ、他端分岐領域１８ｃへの熱源Ｈｓからの熱の影響をより小さくすることができ
る。また、この際に、一端分岐領域１７ｂ、他端分岐領域１８ｂの端部直下の接触面が熱
源Ｈｓに密着した状態を維持することが好ましい、このように変形することで、熱源Ｈｓ
からの熱で一端分岐領域１７ｂ、他端分岐領域１８ｂの端部の温度を効果的に高めること
ができる。
【００４３】
なお、上述のように、第２帯状部１２の熱電素子部１９が形成された面と反対側の面を接
触面として熱源Ｈｓの表面Ｈｓａに密着させ、第１帯状部１１の中央部を表面Ｈｓａから
離した状態で熱電発電デバイス１０を熱源Ｈｓに取り付けて使用することもできる。
【００４４】
上記のように第１帯状部１１が熱源Ｈｓに接触することにより、第１帯状部１１の中央部
の温度が上昇し、その温度は熱源Ｈｓから離れている第２帯状部１２の中央部の温度より
高くなる。第１帯状部１１の中央部と第２帯状部１２の中央部とに温度差が生じることに
よって、各々の熱電素子の端部の間に温度差が生じ、第１熱電素子１７、第２熱電素子１
８に電圧が生じる。すなわち、ｐ型の第１熱電素子１７では、第１帯状部１１に形成され
ている端部３１の電位が、第２帯状部１２に形成されている端部２７の電位よりも高くな
る。一方、ｎ型の第２熱電素子１８では、第１帯状部１１に形成されている端部３２の電
位は、第２帯状部１２に形成されている端部２８の電位よりも低くなる。第１熱電素子１
７と第２熱電素子１８とは、第２帯状部１２上の端部同士が第１中間配線２６ａで接続さ
れているので、結果として、第１電極部２４と第２電極部２５との間に、第１熱電素子１
７と第２熱電素子１８とに生じる各電圧の和である電圧が生じ、第１電極部２４及び第２
電極部２５から熱電発電デバイス１０において発電された電力を取り出すことができる。
【００４５】
従来のπ型又はフラット型の熱電発電デバイスでは、熱電素子の一端と他端との距離を広
げることができず、熱電素子の両端で大きな温度差が生じにくい。これに対して、本実施
形態の熱電発電デバイス１０では、第１帯状部１１のそれが伸びた方向の中央部が熱源Ｈ
ｓに接触し、第２帯状部１２のそれが伸びた方向の中央部が熱源Ｈｓから離れる方向に曲
げられている。このような熱電発電デバイス１０の変形により、第１帯状部１１と第２帯
状部１２との各中央部の離間距離を大きくして、熱源Ｈｓから第２帯状部１２の中央部を
大きく離すことができ、しかも第１帯状部１１の接触面を熱源Ｈｓに密着させた状態にで
きるので、効率的に発電することができる。
【００４６】
さらに、挿通孔Ｗに通すバンド２０として高い断熱性を有するものを用いる場合には、第
２帯状部１２が熱源Ｈｓからの熱を受けにくくなり、第２帯状部１２の中央部の温度上昇
が抑えられる。これにより、第１帯状部１１の中央部と第２帯状部１２の中央部との温度
差が大きい状態で維持されるため、熱電発電デバイス１０は効率的に発電することができ
る。
【００４７】
＜第２実施形態＞
第１帯状部と第２帯状部をそれぞれ複数設けた第２実施形態に係る熱電発電デバイスにつ
いて説明する。以下に説明する他は、第１実施形態と同様であり、第１実施形態と同様の
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部材には、同一の符号を付してその詳細な説明を省略する。
【００４８】
図４に示すように、本実施形態の熱電発電デバイス４２は、その基板１３に複数の第１帯
状部１１と複数の第２帯状部１２とが設けられている。第１帯状部１１と第２帯状部１２
とは、その幅方向に交互に配されており、それぞれ延びた方向の両端が幅方向の縁部のみ
で繋がり、その両端の繋がった部分の間は分離している。したがって、交互に配されたそ
れぞれ複数の第１帯状部１１及び第２帯状部１２は、両端が幅方向に繋がっている。基板
１３には、熱電素子部１９と、第１電極部２４と、第２電極部２５とが形成されている。
熱電素子部１９は、複数の第１熱電素子１７と、複数の第２熱電素子１８と、複数の第１
中間配線２６ａ及び複数の第２中間配線２６ｂからなる配線部２６とが設けられている。
【００４９】
熱電発電デバイス４２は、可撓性を有しており、第１実施形態と同様に、第１帯状部１１
の長手方向の中央部から各第２帯状部１２の長手方向の中央部を離すように変形させた状
態で、各第１帯状部１１の接触面を熱源Ｈｓに密着させて、熱源Ｈｓに固定される。例え
ば、バンド２０を複数の第１帯状部１１と複数の第２帯状部１２との間に形成される各挿
通孔Ｗに通して、熱電発電デバイス４２は、熱源Ｈｓに固定される。
【００５０】
第２熱電素子１８は、第１熱電素子１７に対して幅方向に帯状部１つ分ずらして設けられ
ている。第１実施形態と同様に、第１熱電素子１７は、一端領域１７ａから一端分岐領域
１７ｂが第１帯状部１１に帯状に延び、一端分岐領域１７ｃが第２帯状部１２に帯状に延
びている。第２熱電素子１８は、他端領域１８ａから他端分岐領域１８ｂが第１帯状部１
１に帯状に延び、他端分岐領域１８ｃが第２帯状部１２に帯状に延びている。
【００５１】
第１中間配線２６ａは、第２帯状部１２に設けられ、同じ第２帯状部１２上にある一端分
岐領域１７ｃと他端分岐領域１８ｃとの端部２７、２８を互いに電気的に接続している。
一方の第２中間配線２６ｂは、第１帯状部１１に設けられ、同じ第１帯状部１１上にある
一端分岐領域１７ｂと他端分岐領域１８ｂとの端部３１、３２を互いに電気的に接続して
いる。このように、熱電素子部１９では、第１中間配線２６ａ及び第２中間配線２６ｂに
よって、複数の第１熱電素子１７と複数の第２熱電素子１８とが直列に接続された直列回
路が形成されている。第２中間配線２６ｂは、第１中間配線２６ａと同様に、プラチナ（
Ｐｔ）の薄膜として形成されている。なお、この例では１中間配線２６ａ及び複数の第２
中間配線２６ｂによって、第１熱電素子１７と第２熱電素子１８とを電気的に接続してい
るが、配線部２６を省略して、第１熱電素子１７と第２熱電素子１８とを直接に接続して
もよい。この場合には、端部２７と端部２８とを、また端部３１と端部３２とを直接連結
すればよい。
【００５２】
第１電極部２４及び第２電極部２５は、熱電素子部１９、すなわち上記のように直列に接
続された第１熱電素子１７と第２熱電素子１８との直列回路の終端の一方に第１電極部２
４が、他方に第２電極部２５がそれぞれ電気的に接続されている。本実施形態では、第１
電極部２４は、熱電素子部１９の一方の終端である一端分岐領域１７ｂの第１帯状部１１
の中央部側にある端部３１に接続され、第２電極部２５は、熱電素子部１９の他方の終端
である他端分岐領域１８ｂの第１帯状部１１の中央部側にある端部３２に接続されている
。
【００５３】
図５に、上記熱電発電デバイス４２となる熱電発電デバイス部品４４を示す。熱電発電デ
バイス部品４４は、複数のカット線Ｓを形成した基板１３となる平板状のデバイス部品基
板４５に、熱電素子部１９、第１電極部２４及び第２電極部２５を形成したものである。
この熱電発電デバイス部品４４は、それを立体的に変形させることで、上述の熱電発電デ
バイス４２となる。
【００５４】
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本実施形態のデバイス部品基板４５は、長方形形状である。カット線Ｓは、デバイス部品
基板４５の長手方向と直交する幅方向において略等間隔に、長手方向の一端の縁部４５ａ
より所定の長さ内側の位置から他端の縁部４５ｂより所定の長さ内側の位置まで直線状に
形成されている。すなわち、カット線Ｓは、デバイス部品基板４５の長手方向においては
、デバイス部品基板４５の長さよりも短く略中央に形成され、デバイス部品基板４５の幅
方向においては、デバイス部品基板４５を略等間隔に分けるような位置に複数形成されて
いる。これらの複数のカット線Ｓにより、デバイス部品基板４５に複数の第１帯状部１１
及び複数の第２帯状部１２が幅方向に交互に並ぶように形成されている。
【００５５】
デバイス部品基板４５の表面には、第１熱電素子１７と、第２熱電素子１８と、配線部２
６すなわち第１中間配線２６ａ及び第２中間配線２６ｂとを有する熱電素子部１９と、第
１電極部２４と、第２電極部２５とが形成されている。この第２実施形態における熱電発
電デバイス部品４４においても、第１熱電素子１７、第２熱電素子１８、第１中間配線２
６ａ、第２中間配線２６ｂ、第１電極部２４及び第２電極部２５は、立体的に変形されて
おらず平面的である点で熱電発電デバイス４２と異なるが、それらの詳細な形状等は、上
記のとおりである。
【００５６】
熱電発電デバイス部品４４は、複数のカット線Ｓを形成するカット線形成工程、熱電素子
部１９を形成する熱電素子部形成工程及び電極部形成工程によって熱電発電デバイス部品
４４を製造することができる。また、熱電素子部形成工程は、第１熱電素子１７を形成す
る第１熱電素子形成工程、第２熱電素子１８を形成する第２熱電素子形成工程、配線部２
６を形成する配線部形成工程に分けられる。配線部形成工程では、複数の第１中間配線２
６ａとともに複数の第２中間配線２６ｂを形成する。熱電発電デバイス部品４４において
も、配線部形成工程と電極部形成工程とを同時に実施してもよい。また、これらの工程の
実施の順番は、限定されない。なお、第１中間配線２６ａ及び第２中間配線２６ｂを省略
する場合には、熱電素子部形成工程において、例えば端部２７と端部２８の一方を他方に
重ねて、また端部３１と端部３２の一方を他方に重ねて、第１熱電素子１７と第２熱電素
子１８とを互いに電気的に接続した状態に形成すればよい。
【００５７】
上記構成の熱電発電デバイス４２で発電を行う場合には、熱電発電デバイス部品４４の複
数の第１帯状部１１と複数の第２帯状部１２とを、その厚み方向で互いに離れる向きにそ
れぞれ引っ張って、熱電発電デバイス部品４４を、図４に示されるように立体的に変形し
て、熱電発電デバイス４２とする。例えば、上述のようにバンド２０等を用いて熱電発電
デバイス４２を熱源Ｈｓに取り付ける。なお、この熱電発電デバイス４２についても、各
第２帯状部１２の熱電素子部１９が形成された面と反対側の面を熱源Ｈｓの表面Ｈｓａに
密着させ、第１帯状部１１の中央部を表面Ｈｓａから離した状態に変形させて、熱源Ｈｓ
に取り付けて使用することもできる。
【００５８】
熱電発電デバイス４２は、上記のように熱源Ｈｓに取り付けられると、表面Ｈｓａに接触
する各々の第１帯状部１１の中央部の温度が上昇し、その温度は熱源Ｈｓから離れている
各々の第２帯状部１２の中央部の温度より高くなる。これにより、第１帯状部１１側の各
々の第１熱電素子１７及び第２熱電素子１８の端部の温度が第２帯状部１２側の各々の第
１熱電素子１７と第２熱電素子１８の端部よりも上昇する。この温度差によって、各第１
熱電素子１７と各第２熱電素子１８で電位差（電圧）が生じ、第１電極部２４と第２電極
部２５とから熱電発電デバイス４２において発電された電力を取り出すことができる。こ
の例における熱電素子部１９は、第１中間配線２６ａと第２中間配線２６ｂとで第１熱電
素子１７と第２熱電素子１８とが交互に接続されているので、各第１熱電素子１７と各第
２熱電素子１８に生じる電圧の和が、熱電発電デバイス４２の出力で電圧として第１電極
部２４と第２電極部２５から取り出される。このようにして、熱電発電デバイス４２で発
電された電力を取り出すことができる。熱電発電デバイス４２は、１組の第１熱電素子１
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７と第２熱電素子１８だけを設けている場合よりも発電量が増大する。
【００５９】
上記では第１熱電素子１７及び第２熱電素子１８をそれぞれ３つ設けた熱電発電デバイス
の例について説明しているが、第１熱電素子１７及び第２熱電素子１８の個数は、これに
限定されず、２つでも、また４つ以上であってもよい。また、第１熱電素子１７と第２熱
電素子１８との個数が異なってもよい。
【００６０】
＜第３実施形態＞
熱電発電デバイスに一つの極性（ｎ型またはｐ型）の熱電素子を設けた第３実施形態につ
いて説明する。以下に説明する他は、第２実施形態と同様であり、第２実施形態と同様の
部材には、同一の符号を付してその詳細な説明を省略する。
【００６１】
図６において、熱電発電デバイス部品５１は、一つの極性、この例ではｎ型の熱電素子５
４を設けた熱電発電デバイスとなるものである。熱電発電デバイス部品５１は、３本のカ
ット線Ｓによって、それぞれ２本の第１帯状部１１と第２帯状部１２とが幅方向に交互に
並ぶようにデバイス部品基板５２に形成されている。デバイス部品基板５２の表面には、
熱電素子部１９、第１電極部２４及び第２電極部２５が形成されている。熱電素子部１９
は、複数（この例では２つ）のｎ型の熱電素子５４と、中間配線２６ｃからなる配線部２
６とを有する。
【００６２】
複数の熱電素子５４は、いずれもその一端領域５４ａが第１帯状部１１と第２帯状部１２
とが互い連結した一端部分に第１帯状部１１と第２帯状部１２とにまたがって形成され、
一端領域５４ａから第１帯状部１１の延びた方向の中央に向けて一端分岐領域５４ｂが延
び、また一端領域５４ａから第２帯状部１２の延びた方向の中央に向けて一端分岐領域５
４ｃが延びている。なお、これらの熱電素子５４の形状は、第１熱電素子１７と同様であ
る。
【００６３】
配線部２６を構成する中間配線２６ｃは、複数の熱電素子５４を直列に接続する。具体的
には、熱電素子５４の第２帯状部１２の中央部側にある一端分岐領域５４ｃの一端５６と
、当該第２帯状部１２と隣接する第１帯状部１１の中央部側にある他の熱電素子５４の一
端分岐領域５４ｂの一端５７とを電気的に接続している。このように、熱電素子部１９で
は、中間配線２６ｃによって、２つの熱電素子５４が直列に接続されている。中間配線２
６ｃは、第１電極部２４及び第２電極部２５と同様に、プラチナ（Ｐｔ）の薄膜として形
成されている。
【００６４】
第１電極部２４及び第２電極部２５は、熱電素子部１９の終端にそれぞれ電気的に接続さ
れている。すなわち、第１電極部２４は、一方の終端である一方の熱電素子５４における
一端分岐領域５４ｂの一端５８に接続され、他方の終端である第２電極部２５は、他方の
熱電素子５４における一端分岐領域５４ｃの一端５９に接続されている。これらの第１電
極部２４及び第２電極部２５から第１帯状部１１の中央部と第２帯状部１２の中央部との
温度差によって熱電素子部１９に生じる電圧を第１電極部２４と第２電極部２５との間か
ら取り出す。熱電発電デバイスは、熱電素子部１９の熱電素子５４が一種類であるため、
より簡素な工程で製造することができる。
【００６５】
なお、上記の例では、複数の熱電素子を設けているが、熱電素子を１つとしてもよい。こ
の場合には、中間配線は不要であり、１つの熱電素子の両端に第１電極部と第２電極部と
を接続する。また、上記の例では、ｎ型の熱電素子を設けた例について説明しているが、
熱電素子はｐ型であってもよい。
【００６６】
図７は、上記と同様な構成のデバイス部品基板５２を、第１帯状部１１の長手方向の中央
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部から各第２帯状部１２の長手方向の中央部を離れるように変形させて熱電発電デバイス
６０とし、その熱電発電デバイス６０を熱源Ｈｓとなる腕６１に装着した状態を示してい
る。この熱電発電デバイス６０は、各第１帯状部１１の接触面を熱源Ｈｓに密着させ、第
１帯状部１１と第２帯状部１２との間に形成される挿通孔Ｗに通したバンド２０で腕６１
に固定されている。なお、図７に示す熱電発電デバイス６０は、図６に示されるデバイス
部品基板５２よりも、第１帯状部１１及び第２帯状部１２を多くし、より多くの熱電素子
５４を設けている。
【００６７】
なお、上記の各実施形態の熱電発電デバイスを、人の腕に装着される携帯型のセンサの電
源として搭載し、人の腕を熱源Ｈｓとして発電するようにしてもよい。携帯型のセンサの
例としては、体温、脈拍、血中酸素飽和度、又は血糖値などを計測または推定する健康モ
ニタリングデバイスが挙げられる。
【００６８】
上記と同様に一つの極性の熱電素子を設けた熱電発電デバイスによる発電をシミュレーシ
ョンした。シミュレーションでは、図８に示すように、シミュレーションのモデルとなる
熱電発電デバイス７０の第１帯状部１１の中央部分を熱源Ｈｓの平坦な表面Ｈｓａに貼付
し、貼付した部分の両端を所定の角度で立ち上げた。また、熱電発電デバイス７０では、
その第２帯状部１２を第１帯状部１１と上下方向に対称な形状に変形させ、挿通孔Ｗが六
角形となるようにした。第１帯状部１１の熱源Ｈｓの表面Ｈｓａに対する立ち上がり角度
を折り上げ角度θとした。
【００６９】
熱電発電デバイス７０は、第１帯状部１１と第２帯状部１２とがそれぞれ１つ設けられ、
ｎ型の熱電素子を１つ設けた構成とした。第１熱電素子１７の材料をビスマステルルとし
、基板１３は、ポリイミドとした。熱源Ｈｓは、その温度を３６℃に設定し、熱源Ｈｓ及
び熱電発電デバイス７０が２０℃の空気中に置かれているものとした。上記折り上げ角度
θを３°、１０°、２０°、３０°、４０°、５０°に変化させて、各折り上げ角度θで
の熱電発電デバイス７０の出力電圧（開放電圧）を求めた。
【００７０】
シミュレーションにより得られた折り上げ角度θと出力電圧との関係を図９に示す。図９
のグラフの横軸は折り上げ角度θ、縦軸は出力電圧（開放電圧）である。出力電圧は、折
り上げ角度θが大きくなるにつれて大きくなることがわかる。また、小さく折り曲げ角度
を付けるだけで温度差を大きく変化させて出力電圧を大きくできることもわかる。このよ
うに、熱電発電デバイス７０を変形させることによって、熱電発電デバイス７０に生じる
電圧が大きくなるので、フラット型（θが略ゼロの場合）と比較して発電効率が上がるこ
とがわかる。
【符号の説明】
【００７１】
１０、４２、６０，７０  熱電発電デバイス（薄膜熱電発電デバイス）
１１  第１帯状部
１２  第２帯状部
１３  基板
１７  第１熱電素子
１７ａ  一端領域
１８  第２熱電素子
１８ａ  他端領域
１９  熱電素子部
４０、４４、５１  熱電発電デバイス部品（薄膜熱電発電デバイス部品）
４１、４５、５２  デバイス部品基板
Ｈｓ  熱源
Ｓ  カット線
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【図１】
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【図２】
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【図３】
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【図４】
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【図５】
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【図６】
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【図７】

【図８】
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【図９】
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